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○岩見沢市新規就農サポート事業実施要綱  

平成２２年３月３１日  

告示第５４号  

改正  平成２３年３月３０日告示第５２号  

平成２６年４月２日告示第５２号  

平成２７年４月１日告示第５６号  

平成２７年９月３０日告示第１７８号  

平成２８年３月３０日告示第５６号  

平成２８年７月２９日告示第１５６号  

平成２９年３月３１日告示第５８号  

平成３０年３月２８日告示第４６号  

平成３１年３月２８日告示第２９号  

令和元年８月８日告示第１２８号  

   令和２年３月２７日告示第５６号   

令和３年３月２９日告示第４９号  

令和３年９月３０日告示第１５９号  

令和４年６月２８日告示第１２５号  

令和５年３月３０日告示第５２号  

（目的）  

第１条  この要綱は、岩見沢市の農業の持続的、安定的な発展を図るため、新  

規就農サポート事業 (以下「補助事業」という。）を実施し、地域社会を支え

る若い農業後継者の育成確保を図ることを目的とする。  

（定義）  

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。  

（１）  農業後継者  新規就農者、新規参入者及び新規参入予定者をいう。  

（２）  新規参入予定者  農家でない世帯の者で、自ら農業を経営若しくは参  

画しようとする者をいう。  

（３）  新規参入者  岩見沢市新規参入者受入体制等要領（平成２７年３月２  

０日農政部長決定）に基づく研修計画（以下「研修計画」という。）を作成  
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し市長の承認を受けた者をいう。  

（４）  新規就農者  新規学卒者、 Uターン者、新規参入者で研修計画に基づく  

研修を終了した者及び岩見沢市就農計画認定制度実施要領（平成２７年２月  

１０日農政部長決定）に基づく青年等就農計画を作成し市長の認定を受けた  

者をいう。  

（５）  新規学卒者  学校卒業後直ちに、３親等以内の親族のもとで就農する  

者をいう。  

（６）  Uターン者  農業以外の職業から３親等以内の親族のもとで就農する者  

をいう。  

（７）  受入農家  岩見沢市農業後継者対策協議会において登録された受入指  

導農家をいう。  

（８）  農家  農業を経営し、過去１年間の農産物の総販売金額が１５万円以  

上あった世帯をいう。  

（９）  見極め体験受入農家  市内に住所を有するＪＡいわみざわ法人等受託  

組織連絡協議会会員、指導農業士及び農業士又は岩見沢市農業体験受入組織  

会員で、見極め体験受入農家として岩見沢市農業後継者対策協議会に登録さ  

れた農家をいう。  

（補助事業の種類、内容等）  

第３条  補助事業の種類、各事業の内容、事業実施主体、採択要件及び補助率

等は、別表のとおりとする。  

（補助金の申請等）  

第４条  補助金の申請等に関する手続は、岩見沢市補助金等交付規則 (平成１８

年岩見沢市規則第２７号 )の例による。  

（補助金の返還等）  

第５条  次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の全部又は

一部を取消し、既に支給された補助金があるときは、その返還を命ずるもの

とする。  

（１）  農業後継者が研修を中止したとき、又は就農後５年以内に岩見沢市に  

 おける農業経営を中止したとき。ただし、新規参入予定者については、この  

限りではない。  

http://srb.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/JobunPrint?outputid=1395905183439&memoWin=true&_=1395905206799
http://srb.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/JobunPrint?outputid=1395905183439&memoWin=true&_=1395905206799
http://srb.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/JobunPrint?outputid=1395905183439&memoWin=true&_=1395905206799
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（２）  偽りその他不正な行為により補助金の交付を受けたとき。  

（３）  その他、市長が不適当と認めたとき。  

２  市長は、補助金の交付が完了した後に前項各号のいずれかに該当する場合

は、すでに交付した補助金について、その返還を命ずるものとする。  

３  市長は、前項の規定により補助金の返還を命じた者のうち、死亡、疾病そ

の他やむを得ない事由により補助金を返還することが困難と認められる者に

ついて、支給した補助金の全部又は一部の返還を免除することができる。  

（報告）  

第６条  事業実施主体は、営農活動の実施状況を、別に定めるところにより市

長に報告するものとする。  

（事業実施主体への指導体制）  

第７条  市、農業協同組合、農業改良普及センター及び農業関係機関は、事業

実施主体が円滑に研修又は就農できるよう連携して支援、指導するものとす

る。  

（補則）  

第８条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。  

附  則  

この告示は、平成２２年４月１日から施行する。  

附  則（平成２３年３月３０日告示第５２号）  

この告示は、平成２３年４月１日から施行する。  

改正文（平成２６年４月２日告示第５２号）抄  

告示の前から施行し、平成２６年４月１日から適用する。ただし、この告示  

の施行の際、現に改正前の岩見沢市新規就農サポート事業実施要綱の規定によ

る機械施設の導入、農地確保その他経営の確立及び改善のための資金借入れに

係る補助を受けている者については、平成２７年３月３１日までの間、この補

助については、なお従前の例による。  

改正文（平成２７年４月１日告示第５６号）抄  

告示の日から施行する。  

改正文（平成２７年９月３０日告示第１７８号）抄  

平成２７年１０月１日から施行する。  

http://srb.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/JobunPrint?outputid=1395905183439&memoWin=true&_=1395905206799
http://srb.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/JobunPrint?outputid=1395905183439&memoWin=true&_=1395905206799
http://srb.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/JobunPrint?outputid=1395905183439&memoWin=true&_=1395905206799


 

4 

改正文（平成２８年３月３０日告示第５６号）抄  

平成２８年４月１日から施行する。  

   改正文（平成２８年７月２９日告示第１５６号）抄  

平成２８年８月１日から施行する。  

   改正文（平成２９年３月３１日告示第５８号）抄  

平成２９年４月１日から施行する。  

   改正文（平成３０年３月２８日告示第４６号）抄  

平成３０年４月１日から施行する。  

   改正文（平成３１年３月２８日告示第２９号）抄  

平成３１年４月１日から施行する。  

   改正文（令和元年８月８日告示第１２８号）抄  

告示の日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。  

   改正文（令和２年３月２７日告示第５６号）抄  

令和２年４月１日から施行する。  

改正文（令和３年３月２９日告示第４９号）抄  

令和３年４月１日から施行する。  

改正文（令和３年９月３０日告示第１５９号）抄  

令和３年１０月１日から施行する。  

改正文（令和４年６月２８日告示第１２５号）抄  

告示の日から施行し、令和４年４月１日から適用する。  

改正文（令和５年３月３０日告示第５２号）抄  

令和５年４月１日から施行する。  

別表（第３条関係）  

 

事業名  事業内容  

事業実施主

体及び採択

要件  

補助率等  

１  新規就農サポート事業  
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（１）  短期研修支

援  

基礎的農業知識・

技術及び経営能力の

取得を図るため北海

道農業大学校等での

研修経費を助成す

る。  

年齢が原

則１８歳以

上５０歳未

満の、市内

に住所を有

する農業後

継者（新規

参入予定者

を除く。）  

農業研修に係る経

費で１研修当たり６

万円を限度とする。

ただし、助成期間

は、就農後概ね３年

以内とする。  

（２）  就農進学支

援  

将来、経営移譲等

により農業経営を行

うため就農に必要な

知識を習得するため

に学校教育法（昭和

２２年法律第２６

号）に規定する大

学、短期大学、専門

職大学及び専門課程

を有する専修学校の

うち農業に関する学

科又は北海道農業大

学校に進学する経費

を助成する。  

年齢が原

則１８歳以

上５０歳未

満の農業後

継者（新規

参入予定者

を除く。）

で、卒業後

直ちに市内

で就農する

者  

年額１２万円を限

度とする。ただし、

助成期間は、４年以

内とする。  

（３）  就農技術習

得支援  

将来、就農に必要

な生産技術や経営能

力等の習得のための

支援金として助成す

る。  

 
 

年齢が原

則１８歳以

上５０歳未

満の、市内

に住所を有

する新規参

月額１０万円を限

度とする。ただし、

助成期間は、研修計

画に基づく研修期間

内で２年以内とす

る。  
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入者  

（４）  家賃助成支

援  

新規参入者の円滑

な研修を支援するた

めの家賃を助成す

る。  

年齢が原

則１８歳以

上５０歳未

満の、市内

に住所を有

する新規参

入者で、家

賃が１万円

以上である

もの  

家賃の２／３以内

とし、月額３万円を

限度とする。ただ

し、助成期間は、研

修計画に基づく研修

期間内で２年以内と

する。  

（５）  受入農家支

援  

新規参入者の円滑

な就農を促進するた

め、研修に係る経費

を助成する。  

受入農家

（３親等以

内の親族を

除く。）  

月額４万円を限度

とする。ただし、助

成期間は、研修計画

に基づく研修期間内

で２年以内とする。  

（６）  雇用就農等

支援  

 新規参入予定者の

適性の判断と安定し

た就農を図るための

見極め体験研修に係

る経費を助成する。  

見極め体

験受入農家

（３親等以

内の親族を

除く。）  

見極め体験受入農

家に対し、研修生に

支払う賃金の１／

２、月額９万円を限

度として最大６か月

支援する。  

 

（７）  大型免許取

得支援  

将来、就農に必要

な資格の取得を図る

ため、自動車教習所

大型科に入学する経

費を助成する。  

年齢が原

則１８歳以

上５０歳未

満の、市内

に住所を有

する新規就

農者。  

入学金相当額と

し、４万３千円を限

度とする。ただし、

営農開始から概ね３

年以内とし、１回に

限る。  
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２  新規参入支援事業  
 

      

  （１）  農用地取得

支援  

営農開始時におけ

る農用地の所有権取

得助成  
 

就農時の

年齢が原則

５０歳未満

の、市内に

住所を有す

る新規就農

者。（ただ

し新規学卒

者及び Uタ

ーン者を除

く。また、

国の新規就

農者育成総

合対策（経

営発展支援

事業）の採

択となった

場合は、  

(5)ビニー

ルハウス等

導入支援及

び (7)生産

取得価格の１／５

以内とし、１５０万

円を限度とする。た

だし、助成は、営農

開始から５年以内に

１回とし、また、岩

見沢市農業委員会の

あっせんに基づき農

用地を取得した場合

に限る。  

（２）  農用地賃借

料支援  

営農開始時におけ

る農用地の賃借料の

助成  

賃借料の１／２以

内とし、２０万円を

限度とする。ただ

し、助成期間は営農

開始から５年間とす

る。  

（３）  公租公課相

当額支援  

 営農開始時におい

て取得した農用地及

び農業の用に供する

施設に課される固定

資産税賦課額相当額

の助成  

固定資産税相当額

を助成する。ただ

し、助成期間は最初

に到来する固定資産

税の賦課期日が属す
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条件整備支

援の対象外

とする。）  

る年以後３年間とす

る。  

（４）  住宅取得等

支援  

就農生活の拠点と

なる住宅の確保のた

め住宅取得等の費用

を助成する。  

住宅の取得費又は

増改築費の１／２以

内とし、５０万円を

限度とする。  

ただし、営農開始か

ら５年以内とし、１

回に限る。  

（５）  ビニールハ

ウス等導入支援  

 営農開始時のビニ

ールハウス資材、農

業機械・器具等導入

費用の助成  

 ビニールハウス資

材、農業機械・器具

等の導入費用の１／

２以内とし、１５０

万円を限度とする。

ただし、営農開始か

ら５年以内とし、１

回に限る。  

（６）  経営安定支

援  

営農開始初期の運

転資金等の助成  

 月額１０万円を限

度とする。ただし、

助成期間は、営農開

始より２年間とす

る。  

（７）  生産条件整

備支援  

営農開始時の圃場

整備費用の助成  

 暗きょ、明きょ、

客土、区画整備、圃

場の均平化及び圃場

に隣接する耕作道路

の整備・土壌改良等

に係る費用の１／２

以内とし、１００万
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円を限度とする。た

だし営農開始から５

年以内とし、１回に

限る。  

 


